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第１章 地域福祉計画・地域福祉活動計画の概要 

地域福祉の基本的な考え方 
 

 

本市では、これまで、「自助」「共助」「公助」の視点から、地域の様々な

課題の解決に取り組んでいくという考え方を示してきました。自分自身や

家族でできることは「自助」、近隣の住民や地域で協力して解決できること

は「共助」、それでも解決できないことは「公助」で支援するというのが基

本的な考え方です。しかしながら、近年、「共助」を「制度化された相互扶

助」という意味で用いることが多くなっており、「共助」に代わって「互助」

という言葉で「地域の助け合い」を表現するケースが多くなっています。

本市においても、地域の住民、地域の人々が協力して、安心して生活でき

る地域づくりを進めることを「互助」と表現します。 

地域で生活している高齢者や障害者、外国人など、地域の住民は多様なニ

ーズを抱えています。そうした人々を、まずは「自助」と「互助」で支え、

さらに「共助」や「公助」で支える形を作るのが、この地域福祉計画の基

本的な考え方です。 

それを実現するためには、市民一人ひとりが「自助」の意識を持つととも

に、「互助」の意識を持って地域に参画すること、「互助」を推進するため

の地域組織を強化し、地域の取り組みを活発化すること、地域の実情や各

種制度等を根拠とする公的サービスを充実させ、「公助」の体制を構築する

ことが必要となります。各地域の実情に応じて、こうした取り組みがバラ

ンスよく効果的に機能していく「地域共生社会」の実現をめざしていきま

す。 
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第１章 地域福祉計画・地域福祉活動計画の概要 

地域とは 
 

 

この計画において「地域」とは、下図のように多層的にとらえていきます。

地域福祉で扱う地域の課題は、個人単位のものから地域全体のものまで多

様であり、対応の仕方も変わってきます。そのため、市全体を「第１層」、

支所・市民センター地区単位を「第２層」、行政区（自治会）単位を「第３

層」、組・班や地域ボランティアなどの活動組織単位を「第４層」と位置づ

けます。また、支所・市民センター地区と行政区との中間となる概念とし

て、小学校区単位を「第 2.5 層」として位置づけます。 
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第１章 地域福祉計画・地域福祉活動計画の概要 

計画の目的と位置づけ 
 

計画の目的と期間 

この計画は、稲沢市における地域福祉の推進を目的としています。稲沢市の

地域福祉の推進に関わるすべての方が「自助」「互助」「共助」「公助」の考え

を理解し、地域の課題に気づき、その解決を支援する、すなわち「地域共生

社会」を実現していくことがこの計画の目的です。 

この計画は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間を計画期間として策 

定します。 

①社会福祉法に基づく「市町村地域福祉計画」 

この計画は、社会福祉法第 107 条の規定に基づく「市町村地域福祉計画」と

して、地域福祉の推進に関する事項をまとめた計画です。 

②社会福祉協議会の「地域福祉活動計画」 

この計画は、社会福祉法第 109 条に基づき、稲沢市社会福祉協議会が地域福

祉の推進のために果たすべき役割を明確化するために策定する「地域福祉活

動計画」としての位置づけを包含するものとして、一体的に策定しています。 

③関連諸計画を内包した計画 

この計画は、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14条に基づく「成 

年後見制度利用促進基本計画」、再犯の防止等の推進に関する法律第８条に基

づく「地方再犯防止推進計画」、本市において重層的支援体制整備事業を実施

するために必要な事業の提供体制などを定める「重層的支援体制整備事業実

施計画」の内容を含む形で策定しています。 

④市の関連計画と整合した計画 

この計画は、稲沢市総合計画の方向性を踏まえ、市の福祉関連計画（介護保

険事業計画・高齢者福祉計画、障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画、

こども計画等）の上位計画として策定しています。 
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第１章 地域福祉計画・地域福祉活動計画の概要 

計画策定プロセス 
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第１章 地域福祉計画・地域福祉活動計画の概要 

ＳＤＧｓとの関係 
 

 

持続可能な開発目標（以下「SDGs」という。）については、地方自治体に

おいても目標の達成に向けた取り組みの推進が求められています。 

SDGｓには、下記のように 17 のゴールが設定されています。本計画におい

ては、関連性の強いテーマと関連付けて、目標の達成を目指して取り組み

を推進します。 

 

 

SDGｓの 17 ゴール 
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第２章 稲沢市の地域福祉の現状 

市の人口の状況 
 

 

 

稲沢市の人口は近年減少傾向にあり、令和６年 10 月１日現在の人口は

133,054 人となっています。また、令和６年 10 月１日現在の年少人口比率

は 12.0％、生産年齢人口比率は 59.8％、高齢者人口比率は 28.2％となって

おり、平成 22 年以降高齢者人口の割合が増加し続けています。 

 

図表 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在） 

 

図表 年齢３区分別人口構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

                              資料：国勢調査 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在）  
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（１）人口の推移と人口構成 
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稲沢市の性別年齢別人口構成は、下図のようになっています。 

令和６年の人口ピラミッドでは、第二次ベビーブーム世代にあたる 50～

54 歳の人口が最も多くなっています。また、高齢世代では第一次ベビーブ

ーム世代にあたる 75～79 歳の人口が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在） 
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近年の稲沢市の人口は、死亡数が出生数を上回り、自然増減数（出生数－

死亡数）が減少の状態が続いています。 

また、転入と転出についてみると、近年は転出者数が転入者数を上回り、

社会増減数（転入者数－転出者数＋その他の移動数※）も減少の状態が続い

ています。 

※「その他の移動数」：職権による記載または消除などによる増減 

 

図表 出生数と死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県人口動向調査 

 

図表 転入者数と転出者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県人口動向調査 

  

（２）人口動態 
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市全体 稲沢 小正 下津 明治 千代田 大里西 大里東 祖父江 平和
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令和６年 10 月1 日現在の地区別の人口をみると、最も多いのは稲沢市民

センター地区（25,239人）、最も少ないのは千代田市民センター地区

（8,122人）です。 

年少人口割合が最も高いのは下津市民センター地区（16.8％）、最も低い

のは平和支所地区（10.1％）です。 

高齢者人口割合が最も高いのは大里西市民センター地区（33.9％）、最も

低いのは下津市民センター地区（18.6％）です。 

 

図表 地区別年齢３区分別人口及び世帯数 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和６年 10月１日現在） 

 

図表 地区別年少人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和６年 10月１日現在） 

 

図表 地区別高齢者人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和６年 10月１日現在） 

  

（３）地区別人口 
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国勢調査によると、令和２年の稲沢市の世帯数は 52,005 世帯で、世帯あ

たりの平均人員は 2.6人となっています。世帯数は増加傾向、平均世帯人員

は減少傾向にあります。 

また、一般世帯の家族類型別割合の推移をみると、核家族世帯はほぼ横ば

いですが、三世代世帯は減少し、単独世帯は増加しています。 

 

図表 世帯数と平均世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表 一般世帯の家族類型別割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

（４）世帯の状況 
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住宅の状況をみると、持ち家が最も多く、令和２年で 70.7％となってい

ます。 

 

図表 住宅の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（５）住宅の状況 
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第２章 稲沢市の地域福祉の現状 

市の現状 
 

 

 

稲沢市の身体障害者手帳の所持者数は、近年減少傾向にあります。一方、

療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の各所持者数は増加しています。 

各種手帳所持者の人口に占める割合は、身体障害者手帳が 3.2％、療育手

帳が 0.8％、精神障害者保健福祉手帳が 1.2％です。 

 

図表 身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

図表 療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在）  

２ 

（１）障害者（児）の現状 
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国勢調査によると、稲沢市の高齢者数は、平成 17 年の 24,229 人から令和

２年の 37,287 人まで大きく増加しています。令和２年の高齢者数のうち、

65～74 歳は 18,322 人、75 歳以上は 18,965 人となっており、75 歳以上人口

が 65～74 歳人口を上回っています。 

令和２年の高齢者のいる世帯のうち、ひとり暮らし世帯は 21.4％、高齢

者夫婦のみの世帯が 26.1％を占めており、これらの割合は上昇し続けてい

ます。 

 

図表 高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表 高齢者のいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

（２）高齢者の現状 
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要介護認定者の推移をみると、認定者全体では令和３年から令和４年にか

けて減少したものの、その後令和６年の 6,196 人まで増加しています。特に、

要介護１の認定者が増加しています。 

介護保険サービスの受給率（認定者に占める介護保険サービス利用者の割

合）は 86.2％であり、そのうち居宅サービスの利用率が 64.6％と最も高く

なっています。 

 

図表 要介護認定者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告 

（各年９月末現在、ただし令和６年は７月末現在） 

 

図表 介護保険サービスの受給状況 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（令和６年５月分） 
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令和６年の児童数（０～17 歳）は 19,633 人であり、年々減少しています。 

児童のいる世帯数も、年々減少しています。 

 

図表 児童人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月１日現在） 

 

図表 児童のいる世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

（３）児童の現状 
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令和２年の稲沢市のひとり親家庭世帯数は 604 世帯で、平成 22 年以降減

少傾向にあります。 

稲沢市の離婚件数は、令和４年で 177 件となっています。稲沢市の離婚率

は、国や県の平均を下回って推移しています。 

一方、婚姻件数は、令和４年で 463 件となっています。稲沢市の婚姻率も

国や県の平均を下回って推移しています。 

 

 

図表 ひとり親家庭世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表 離婚件数及び離婚率（人口千人当たり離婚件数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報 

 

  

（４）ひとり親家庭の現状 
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図表 婚姻件数及び婚姻率（人口千人当たり婚姻件数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報 

 

 

稲沢市の児童扶養手当の受給者数（令和５年度３月末分の給付人数）は

618 人となっています。各年度の同月の受給者数は減少傾向にあります。 

 

図表 児童扶養手当延べ受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課（各年度３月末分給付人数） 
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令和６年10月１日時点での生活保護受給者数は644人、受給世帯数は517

世帯です。令和４年度以降はいずれも増加しています。 

令和５年度の生活保護相談件数は 288 件です。 

 

図表 生活保護受給者数及び受給世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年 10月１日現在） 

 

図表 生活保護相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課 

 

  

（５）生活保護受給世帯の現状 
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稲沢市の外国人登録人口及び外国人世帯数は年々増加しており、令和６年

の外国人登録人口は 4,056 人、外国人世帯数は 3,016 世帯となっています。 

令和６年の外国人の国別割合は、ベトナムが 25.0％、ブラジルが 20.6％、

フィリピンが 16.0％、中国が 10.3％となっており、近年はベトナムの割合

が増加しています。 

 

図表 外国人登録人口及び世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（各年 10月１日現在） 

 

図表 国別外国人登録人口及び外国人世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：市民課（各年 10月１日現在） 

 

 

  

（６）外国人の現状 
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第２章 稲沢市の地域福祉の現状 

市民の意見 
 

 

 

①身近に感じる「地域」の範囲 

身近に感じる「地域」の範囲は、「町内会・自治会」（32.2％）が最も多く、

次いで「となり近所」（16.7％）、「小学校区」（14.7％）が多くなっていま

す。前回調査（令和元年８月実施）と比べると、「班・組」の順位が下がり、

「中学校区」の順位が上がっています。 

 

身近に感じる「地域」の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 

（１）アンケート調査の結果 
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②地域とのつながりの有無 

地域とのつながりがあると思う人は 42.4％となっています。前回調査と

比べると、増加しています。 

 

地域とのつながりの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域とのつながりがあると思うところ 

地域とのつながりがあると思うところは、「日ごろのとなり近所の付き合

い」（60.1％）が最も多く、次いで「町や地域の行事への参加」（49.4％）、

「町内会・自治会」（48.6％）が多くなっています。前回調査と順位は同じ

です。 

 

地域とのつながりがあると思うところ 
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④地域の福祉課題や問題点 

地域の福祉課題や問題点をたずねたところ、「町内会・自治会・まちづく

り等の役員のなり手・担い手が少ない」（41.8％）、「地域の防犯」「住民同

士のまとまりや助け合いが少なくなってきている」（ともに 32.5％）、「子ど

もの遊び場などの環境整備」（26.8％）などが上位を占めています。前回調

査と比べると、「子どもの遊び場などの環境整備」の順位が上がっています。 

 

※複数回答のため、各項目の比率の合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

 

地域の福祉課題 
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⑤社会福祉協議会に期待する役割 

社会福祉協議会に期待する役割は、「利用しやすい相談体制の充実」

（44.8％）が最も多く、次いで「市民の課題を把握し、適切なサービスに

つなげること」（36.4％）、「住民への福祉に関する情報提供の充実」

（27.1％）、「住民同士の助け合い活動の支援・活性化（互助、地縁の再生）」

（24.4％）などとなっています。前回調査と比べると、「市民の課題を把握

し、適切なサービスにつなげること」、「課題解決が困難な場合の関係機関

との連携強化」、「地域づくりに向けた担い手の発掘・育成」がいずれも約

10 ポイント増加しています。 

 

※複数回答のため、各項目の比率の合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

 社会福祉協議会に期待する役割 
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⑥災害時に避難する際、手助けをお願いできる人の有無 

災害時の避難の際に手助けをお願いできる人がいる人が 70.9％、いない

人が 28.4％となっています。前回調査とほぼ同様の結果です。 

 

災害時の避難の際に手助けをお願いできる人の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ひきこもり状態の人に対して望まれる支援策 

「ひきこもり状態」の人に対して望まれる支援策は、「相談支援体制の充

実（家族への支援含む）」（48.2％）が最も多く、次いで「ひきこもり本人

が気軽に集える場（居場所）の充実」（45.3％）、「早期発見から早期支援に

繋がる仕組みづくり」（33.5％）などとなっています。 

 

※複数回答のため、各項目の比率の合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

 ひきこもり状態の人に対して望まれる支援策 
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【居住地区】 

⑧地域問題の話し合いの場への参加状況 

地域問題の話し合いの場への参加については、「話し合いの場や機会があ

るのかどうかわからない」（56.8％）が最も多くなっています。前回調査と

ほぼ同様の結果です。 

居住地区別でみると、「話し合いの場や機会があり、参加している」の割

合が高いのは祖父江支所地区（20.0％）、「話し合いの場や機会がない」の

割合が高いのは大里西市民センター地区（19.6％）、「話し合いの場や機会

があるのかどうかわからない」の割合が高いのは小正市民センター地区

（68.4％）となっています。 

 

 地域問題の話し合いの場への参加状況 
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⑨成年後見制度の認知度 

成年後見制度を「よく知っている」人は 6.2％、「少し知っている」人は

28.4％、「名前は聞いたことがある」人は 30.6％となっています。「知らな

い」人は 33.9％を占めています。前回調査とほぼ同様の結果です。 

 

 成年後見制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩成年後見制度に関する相談先の認知度 

成年後見制度について相談できるところを「知らない」人は 58.4％を占

めています。前回調査と比べると、「地域包括支援センター」が順位を上げ

ています。 

 

※複数回答のため、各項目の比率の合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

 成年後見制度に関する相談先の認知度 
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⑪犯罪をした人の立ち直りへの協力意向 

犯罪をした人の立ち直りへの協力意向については、「わからない」人

（34.6％）が最も多く、協力したいと『思う』（「思う」「どちらかといえば

思う」の計）人は 18.6％、『思わない』（「思わない」「どちらかといえば思

わない」の計）人は 45.0％となっています。 

 

 犯罪をした人の立ち直りへの協力意向 

 

 

 

 

 

 

 

⑫犯罪をした人の立ち直りに協力したいと思わない理由 

犯罪をした人の立ち直りに協力したいと思わない理由は、「自分や家族の

身に何か起きないか不安だから」（57.7％）が最も多く、次いで「犯罪をし

た人と、どのように接すればよいかわからないから」（48.8％）、「犯罪をし

た人と、かかわりを持ちたくないから」（44.7％）などとなっています。 

 

 犯罪をした人の立ち直りに協力したいと思わない理由 
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課題の選択肢として挙げた「防災」、「コミュニティの希薄化や担い手不

足」、「孤独・孤立」、「安全・安心」、「子育て」、「その他」の中から、意見

交換会の参加者が選び検討したのは、次の２つの課題でした。市民の関心

が高いこれらの課題の解決のための取り組み内容として挙げられた主な意

見を記載します。 

 

 

【課題①】「コミュニティの希薄化や担い手不足」への取り組み 

 ひきこもりの人などのニーズを把握して支援することが大切 

 こどもたちが、子ども会行事以外にも参加し、体験を増やす 

 住民が１人１役を担う活動やコミュニティづくりを進める 

 まずは声かけやあいさつ運動をすることが大切 

 地域の課題を知ってもらうことが大切 

 既存のボランティア活動団体等に、現在の活動に１つ加えて活動して

もらう 

 市外から、コミュニティ活動に関心がある人を募集し、有償ボランテ

ィアで参加してもらう 

 サロンの基準を見直す 

 グループ LINE をつくる 

 既存の組織の形にこだわらず、役員をつくらずに運営できる方法を考

える 

 

 

【課題②】「孤独・孤立」への取り組み 

 サロンやイベントへの案内を多くして参加を促す 

 外国にルーツのある人との交流機会を増やし、地域のルールを理解し

てもらう 

 ひとり暮らしの方たちが集まれる場をつくる 

 まずは声かけが必要 

 一人暮らし高齢者の存在を確認する 

 

 

  

（２）意見交換会における市民の意見 
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第２章 稲沢市の地域福祉の現状 

第４次計画の目標指標評価 
 

 

第４次計画では、３つの基本目標ごとに下表のような目標数値を掲げまし

た。今回実施したアンケート調査結果から、第４次計画の最終年度である

令和６年時点の状況を評価すると、目標指標２項目で基準値からの増加

（改善）がみられたものの、３項目とも目標達成には至りませんでした。 

 

第４次計画の目標指標と評価 

基本目標 目標指標 
基準値※1 

（令和元） 

目標値※2 

（令和６） 

実績値※3 

（令和６） 

１ “わたし”にで

きることからは

じめる地域福祉

の推進 

ボランティア活動に

参加したことがある

人の割合 

42.8％ 
50.0％ 

以上 
46.7％ 

２ 地域のみんなで

取り組む地域福

祉の推進 

台風などの災害時に

避難する際、手助け

をお願いできる人が

いる人の割合 

71.8％ 
75.0％ 

以上 
70.9％ 

３ 市の総合的な施

策による地域福

祉の推進 

市の福祉事業・活動

全般に満足している

人の割合 

21.2％ 
30.0％ 

以上 
23.0％ 

※１ 基準値：第４次計画策定時の現状値（市民アンケート調査による） 

※２ 目標値：第４次計画に掲げた目標数値 

※３ 実績値：令和６年度に実施した市民アンケート調査による現状値 

 

 

  

４ 
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第２章 稲沢市の地域福祉の現状 

稲沢市の課題 
 

 

 

 

第４次稲沢市地域福祉計画・地域福祉活動計画では、「地域のみんなでつ

くる、安心して暮らせるまち」を基本理念に、３つの基本目標を掲げて施

策を推進してきました。自助・共助・公助の考え方の浸透を図るとともに、

「市民個人」「活動団体や地域組織」「社会福祉協議会」および「市」の取

り組みの方向性を掲げ、市民協働で地域福祉を進めてきました。また、計

画では、「ボランティア活動の活発化」「地域福祉推進体制の充実」「相談体

制の充実」「権利擁護事業の充実」を重点事業に位置づけて推進してきまし

た。 

本市では、「地域」の単位を５つの層（全市域、支所・市民センター地区、

小学校区、行政区、活動組織単位）に区分し、各層の取り組みを推進する

施策を進めてきました。「第２層」にあたるまちづくり推進協議会、生活支

援体制整備事業協議体は、地域の福祉活動を戦略的に進める組織体として

の役割を担ってきました。社会福祉協議会では、この「第２層」単位に

「生活支援コーディネーター」を配置し、福祉の専門性を生かした地域へ

の支援を行っています。最小単位である「第４層」にあたる組や班などの

地縁組織、ボランティア団体などの活動組織は、支援を必要とする人に実

際に寄り添って活動をしています。 

 

  

５ 

（１）これまでの取り組み 
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コミュニティの希薄化・地域の担い手不足 

 市民がイメージする「地域」としては、「町内会・自治会」が最も多

くみられますが、「中学校区（支所・市民センター地区）」をイメージ

する人が増えてきています。 

 アンケート調査の結果から「地域とのつながりがある」と思う人は

42.4％で、前回よりも増加しています。しかし、具体的には「日ごろ

のとなり近所の付き合い」（60.1％）という形でのつながり方が最も

多く、「町や地域の行事への参加」、「町内会・自治会」は前回よりも

減少しており、コミュニティへの参加は減少してきているものと考え

られます。地域とのつながりがあったほうがよいと考える人は66.6％

を占めていますが、前回よりもやや減少しています。また、地域の問

題について「話し合う場があり、参加している」人は12.1％でした。 

 地域の課題として「町内会・自治会・まちづくり等の役員のなり手・

担い手が少ない」ことをあげる回答が多く、前回よりも増加していま

す。地域の担い手不足への問題意識が大きくなってきているものと考

えられ、地域福祉の担い手を増やしていく必要があると考えられます。 

 

 

孤独・孤立 

 一人暮らしの方も増え、孤立するリスクは高くなってきています。一

人暮らしの方や地域の行事等にあまり参加されない方については、地

域の中でも知られていないことが多く、孤立リスクをさらに高める可

能性があります。 

 ひきこもりの方が身近にいると答えた人は11.7％でした。ひきこもり

状態が続けば、孤立リスクも高まるため、ニーズを踏まえた適切な支

援を検討していく必要があります。 

 

  

（２）稲沢市の課題 
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第３章 計画の理念と目標 

基本理念 
 

 

 

＜基本理念＞ 

地域のみんなでつくる、安心して暮らせるまち 

 

 

稲沢市では、人々が様々な課題に直面しながらも、それらを解決しつつ住

み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が支え合って

生活する「地域共生社会」の実現をめざして施策を進めてきました。これ

は、支援を受ける側と支援する側が分かれているということではなく、困

った時には支援を受ける一方、困っている人を支援できる時には積極的に

支援するという、まさにお互い様の考え方です。すべての人がこうした考

え方に賛同し、地域福祉に参加・参画していくことが必要です。 

このような考え方から、第４次の計画では「地域のみんなでつくる、安心

して暮らせるまち」を基本理念としてきました。本計画においても、あら

ゆる人、あらゆる資源がつながりを持ちながら、互いに支え合い共に生き

る「地域共生社会」の実現をめざすことから、第４次計画と同様に「地域

のみんなでつくる、安心して暮らせるまち」を基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

  

１ 
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第３章 計画の理念と目標 

基本指針 
 

 

本市では、地域福祉を推進するため、「自助」「互助」「共助」「公助」の考

え方を浸透させ、市民個人、ボランティア活動団体、地域組織等の主体的

な取り組みを大切にしていきます。 

①市民個人の基本的な考え方 

 市民個人や家庭単位でできることは「自助」とし、自ら解決に取り組

むことを基本とします。 

 自分自身の力で、近隣や地域を支援できることがないかを考え、積極

的に「互助」に参加・参画します。 

②活動団体や地域組織の基本的な考え方 

 地域の皆で協力して、地域の課題解決に「互助」で取り組むことを基

本とします。 

 地域の取り組みを円滑にするために、地域福祉の推進組織づくりを進

めます。 

 地域の課題を把握し、地域の様々な資源と積極的に連携して課題の解

決に努めます。 

 
※本計画では、市民個人や活動団体・地域組織が担うのは「互助」と位置付け、社会保障な

どの制度化された相互扶助は「共助」と位置付けています。 

 

③社会福祉協議会の基本的な考え方 

 市民個人や地域社会と接点を持ち、市民とともに地域の課題解決に取

り組みます。 

 市民や地域の意見を聞き、市と協働して施策を進めます。 

 市民が、安全で、安心して生活できる環境づくりを行います。 

④市の基本的な考え方 

 「公助」としての、各種制度に基づく公的な支援サービス等を充実し

ます。 

 市民や地域の活動の活発化に必要な支援を行います。 

 市民が、安全で、安心して生活できる環境づくりを行います。 

  

２ 



 

34 

 

 

第３章 計画の理念と目標 

計画の体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 
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第４章 施策の方向と取り組み方針 
  

“わたし”にできることからはじ

める地域福祉の推進 
 

 

 

 

基本目標１「 “わたし”にできることからはじめる地域福祉の推進」では、

福祉教育等により「福祉意識の高揚」を図ることにより、「自助」及び「互

助」の考え方を普及します。同時に、多様な主体による「ボランティア・

市民活動の活発化」を図り、地域の資源の発掘と育成に取り組みます。地

域共生社会を実現するためには、市民一人ひとりが地域の福祉課題に“我

が事”として関心を持つとともに、地域の資源を“丸ごと”総動員して問

題の解決をめざすことが求められます。地域共生社会の実現への第１歩と

して、“わたし”にできることからはじめるという意識を高める必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

めざすこと 

地域福祉の取り組み 

個人（市民・わたし） 

 地域の課題に関心を持ち、

私にできることは何かを考

えます。 

 自分にできること、楽しみ

ながら参加できることをみ

つけて、ボランティア活動

等に参加します。 

地域 

 地域の課題に関心を持ち、

地域でできることは何かを

考えます。 

 地域全体に目を向け、地域

の課題解決に地域みんなで

取り組みます。 

社会福祉協議会 

 地域住民や地域組織とのつ

ながりを強め、地域の課題

解決に一緒に取り組みま

す。 

 福祉への関心を高める啓発

や福祉教育を行います。 

 ボランティア活動を活発化

するため、コーディネート

活動を行います。 

市（行政） 

 地域住民や地域組織とのつ

ながりを強め、地域の課題

解決に一緒に取り組みま

す。 

 福祉への関心を高める啓発

や福祉教育を行います。 

１ 

基本目標 
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１－１ 福祉意識の高揚 

 

 

①福祉教育の充実 

学校教育におけるボランティア体験や福祉実践教室など、福祉教育の

充実を図ります。また、福祉教育の実施主体である学校関係機関、社会

福祉協議会、児童・生徒とその保護者など関係諸機関との連携の強化に

努めます。 

 

②福祉体験活動への参加機会の拡充 

福祉施設やボランティアグループの協力のもと、誰でも参加できる福

祉体験活動機会の拡充を図ります。 

 

③福祉に関する学習機会の充実 

市民が、それぞれのニーズに応じた学習ができる多様な学習機会づく

りを行います。 

 

④福祉施設の地域貢献への推進 

福祉施設の協力のもとで、地域との交流を図る取り組みを推進します。 

 

 

 

●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

福祉教育の推進 

高齢者や障害者への理解を深め、体験だけにと
どまらず、参加者が福祉について考える福祉実
践教室を学校と共催します。また、学校外でも
様々な福祉体験を通して学びを深められるよ
う、福祉学習やボランティア活動の機会を提供
します。 
地域の福祉教育を推進・支援するための有効な
取り組みを市と協力しながら検討していきま
す。 

出前福祉講座 
地域や企業に向けた出前福祉講座を開催しま
す。 

障害福祉講座★ 
手話奉仕員や点訳奉仕員、視覚障害者ガイドボ
ランティアなどの養成講座を開催し、コミュニ
ケーション支援ができる人材を育成します。 

福祉まつり※ 
地域住民・福祉団体・ボランティアの交流の場
として開催します。 

 

  

施策の方向 

具体的な取り組み 
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事業名 活動内容 

社会福祉大会 
福祉事業に尽力された方・団体や共同募金に多
額の寄付をされた方・団体を顕彰する大会を開
催します。 

共同募金運動の推進 
地域の福祉課題を解決していくための民間財源
となる共同募金運動を展開します。 

 ★印は、市からの委託事業     ※印は、市との共催事業 
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１－２ ボランティア・市民活動の活発化 

 

 

①ボランティア・市民活動の活発化 

ボランティアセンター・市民活動支援センターが各種ボランティア活

動の情報を収集し、団体同士の相互連携やコーディネート機能の充実を

図ります。また、研修や意見交換の機会をつくり、各種団体の育成・支

援に努めます。 

企業や学校等におけるボランティア活動の推進をはじめ、有償ボラン

ティアの普及なども含め、多様な機会や方法でボランティア活動に関わ

ることができる機会づくりを推進します。 

 

②ボランティア・市民活動参加者への支援 

ボランティアセンター・市民活動支援センターを中心に、市民やボラ

ンティア活動者への情報提供、相談、活動の場の提供などの支援を行い

ます。 

 

 

 

●地域福祉計画 

事業名 活動内容 

稲沢市さわやか隊 
快適な生活環境を守るため、地域の見回り活
動、路上喫煙禁止啓発活動、地域のごみゼロ運
動などを行っています。 

稲沢市違反広告物除却

活動 

（市民ボランティア） 

電柱やガードレールなどに表示されているはり
紙やはり札などの違反広告物の除却活動を行っ
ています。 

アダプトプログラムに

よる環境美化活動への

参加 

市民団体や企業などが市と協力し、道路などの
公共の場所のごみ拾い、雑草取りなどの美化活
動を行っています。 

稲沢市食生活改善 

推進員 

健康と食に関する講習会の実施、健康づくりイ
ベントでの啓発を行っています。 

みらい子育てネット 

こどもたちの健全育成のため、地域ぐるみで以
下のようなボランティア活動を行っています。 
・こどもフェスティバル（親子及び世代の交流
を深める文化活動） 

・カーブミラー清掃  
・事故防止活動 
・児童館、児童センター事業への援助、協力 
・地域主催の夏まつり、福祉まつりなどをはじ
めとする諸団体への奉仕活動など 

 

施策の方向 

具体的な取り組み 
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●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

市民活動支援センタ

ー・ボランティアセン

ターの運営★ 

ボランティアや市民活動団体などによる公益的
な市民活動を総合的に支援する拠点として運
営。市民や活動者へ情報の提供、相談、活動の
場の提供などの支援をします。 

ボランティア団体への

助成 

ボランティア団体への活動を支援する目的で活
動費助成を行います。 

ボランティアの紹介 
ボランティアの受入れを希望する個人・施設な
どへボランティアを紹介します。 

市民活動ボランティア

講座の開催 

これから活動する方やスキルアップを目的とし
た講座などを企画・開催します。 

ボランティア・市民活

動連絡会の開催 

活動者同士の交流や情報交換などを行い、連携
や親睦を図ります。 

 ★印は、市からの委託事業    
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第４章 施策の方向と取り組み方針 
  

地域のみんなで取り組む地域福祉

の推進 
 

 

 

 

基本目標２「地域のみんなで取り組む地域福祉の推進」では、地域で取り

組む「互助」の力を高めることをめざします。多様な居場所づくりを進め

ることを通じて人と人とのつながりを深め、見守り合いや支え合いのため

のネットワークの強化を図ります。さらに、地域福祉を進める地域の組織

体制の強化を図るとともに、地域におけるコーディネート活動の活発化や

多様な人材の育成を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

めざすこと 

地域福祉の取り組み 

個人（市民・わたし） 

 地域組織の活動に関心を持

ち、無理のない範囲で積極

的に参加します。 

 地域の人たちとの交流を深

めます。 

 民生委員・児童委員の活動

に関心を持って協力しま

す。 

地域 

 地域組織の活動を通じて、

地域の福祉活動を活発化し

ます。 

 誰もが気軽に集まれる場所

づくりを行います。 

 市、社会福祉協議会、民生

委員・児童委員と連携し

て、地域の課題解決に取り

組みます。 

社会福祉協議会 

 生活支援コーディネーター

の活動を活発化します。 

 地域組織と連携して、地域

の課題を把握し、その解決

に取り組みます。 

 地域における見守り活動を

推進します。 

市（行政） 

 地域組織や民生委員・児童

委員、社会福祉協議会と連

携して、地域の課題解決に

取り組みます。 

２ 

基本目標 
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２－１ 交流が盛んな地域づくり 

 

 

①多様な居場所づくりの推進 

こどもたちが安心して過ごせる居場所、高齢者等が役割を持ってやり

がいを感じられる居場所、まちづくり推進協議会などの地域の組織が実

施しているイベント等の機会も含めて、ニーズに応じた多様な居場所づ

くりを推進します。また、誰もが気軽に集まれる場所をつくり、多くの

市民の参加を促すことを通じて、世代間交流の推進、閉じこもりや孤立

の予防に取り組みます。 

 

②地域における見守りの推進  ◆重点◆ 

地域見守りネットワーク事業などにより、地域で生活する高齢者、障

害者、こどもや子育て家庭などを地域で見守る取り組みを推進します。

特に、潜在化しがちなひきこもりや孤独・孤立などのリスクを抱えてい

る人が、必要な支援につながることができるよう、見守り活動を充実し

ます。 

 

 

 

●地域福祉計画 

事業名 活動内容 

地域安全推進リーダー 

小学校児童の登下校時の見守り、通学路などの
巡回パトロールや危険箇所の指摘や改善、夜間
防犯パトロール等、各団体や個人の活動内容に
応じて、地域での交通安全活動、防犯活動に取
組んでいます。 

まちづくり連絡協議会 

市内の各地区まちづくり推進協議会の運営、事
業実施の相互連絡調整を目的に開催し、ふれあ
いのある地域づくりに寄与しています。主な協
議内容は、団体運営、事業計画や実施の調整、
安心・安全なまちづくりの推進などです。 

まちづくり推進協議会 

支所・市民センター地区ごとに設置し、青少
年・防犯交通安全活動、市民・福祉活動、農
業・環境活動、スポーツ活動、広報活動を実施
しています。 

スクールガード 
児童の登下校時における安心・安全確保のため
の立哨やつきそいを行っています。 

少年愛護センター指導

員街頭活動 

非行・危険行為の見られる少年の早期発見によ
る非行防止、交通や水難による事故の未然防止
を図るため、パトロールと声かけを行っていま
す。 

  

施策の方向 

具体的な取り組み 
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事業名 活動内容 

地区体育振興会 

地域住民の親睦、体育の振興を図るとともに、
スポーツを通じて健康で明るく住みよい地域社
会にするため、地区運動会などを実施していま
す。 

老人クラブ 

老後の生活を、健康で生きがいを持って過ごす
とともに、温かい人と人との交流をもとに連帯
感のある地域社会をつくるため、以下の活動を
行っています。 
・社会奉仕活動：地域の公園の清掃活動、ね
たきり老人等への友愛訪問 

・生きがい活動：民謡、盆栽、書道、カラオ
ケ、社交ダンスなど教養、趣味 

・健康づくり活動：グラウンド・ゴルフ、ゲー
トボール等のスポーツ活動 

高齢者ふれあいサロン 

高齢者の生きがいづくりや介護予防、健康増
進、世代間交流を促進するため、公民館などの
身近な場所で生涯学習、レクリエーション、情
報交換などを行っています。 

認知症サポーター養成

講座 

認知症になっても安心して暮らせるまちを目指
して、認知症についての正しい知識や、認知症
の方と接する時の心構え等について学びます。 

認知症カフェ 

認知症の本人や家族、地域住民、専門職など、
認知症に関心のある誰もが気軽に集まり、相談
や仲間づくり、情報交換を行う場として実施し
ています。 

脳と身体の健康体操 

運動習慣を習得することを目的に、認知症予防
の脳トレを交えた初心者向けの体操教室を実施
しています。（老人福祉センター等８会場で月
１～２回実施） 

子ども会 
こどもたちの自主的社会活動を高め、日常生活
を健全で豊かなものにするため、環境美化活動
や交通安全活動などを行っています。 

こどもの居場所づくり 

こども食堂をはじめとして、学習支援や遊び、
体験、交流など、こどもがさまざまな経験や人
との触れ合いを持つことのできる居場所がボラ
ンティアなどによって運営されています。 

地域学校協働活動推進

事業 

地域と学校が連携し、環境整備活動、登下校時
の防犯体験学習、避難所運営活動などを行いま
す。地域学校協働活動推進員が地域と学校をつ
なぐコーディネーターとして、活動の企画や連
絡調整を行います。 
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●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

参加支援事業★ 

就労支援、居住支援、居場所機能の提供な
ど、社会とのつながりづくり（社会参加）に
向け、地域の社会資源の把握と、拡充、新設
に取り組みます。 

居住支援体制の構築

（居住支援法人） 

不動産事業者や法律等の専門家、行政など居
住支援に関わる団体等と協力し、誰もが住ま
いに困ることのない『住まいのプラットホー
ム』を構築します。 

ひきこもりサポート 

事業★ 

ひきこもり状態にある者及び家族に対する以

下の支援を行います。 

・相談支援事業 （ひきこもり窓口の設置） 

・居場所づくり 

・連携協議会・ネットワークづくり 
・当事者会・家族会の開催 

生活困窮者支援等のた

めの地域づくり事業★ 

企業・法人等、市内の団体が行う地域貢献活
動と、生活困窮者の課題をマッチングしま
す。 

高齢者ふれあい 

サロンへの助成 

高齢者ふれあいサロンの運営に対して援助を
行い、サロン活動の推進を図ります。 

市民共助パイロット 

事業 

地域の福祉課題の解決を図る目的で、市民団
体が企画・提案した事業に対して、活動助成
を行います。 

子育て世代への支援の

推進 

子育てに不安をもち、孤立しがちな家庭を支
援するため、子育て中の親子の仲間づくりの
場、地域の人との交流の場を提供します。 

地域見守りネットワー

ク事業 

地域で生活する高齢者などを地域で見守る取
り組みを推進します。特に、潜在化しがちな
ひきこもりや孤独・孤立などのリスクを抱え
ている人が、必要な支援につながることがで
きるよう、見守り活動を充実します。 

こどもの居場所づくり

の推進 

地域全体でこどもを見守る環境の充実を図る
ことを目的に、ボランティアが主体となって
取り組むこどもの居場所づくりの推進及び活
動団体を支援します。 

助け合い・支え合い 

活動の推進 

生活課題の解決のために、ちょっとした困り
事は、地域の住民同士で解決できる助け合い 
活動を推進していきます。 

 ★印は、市からの委託事業     
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２－２ 地域福祉ネットワークの充実 

 

 

①民生委員・児童委員活動の充実 

民生委員・児童委員の役割を周知するとともに、活動に必要な情報を

提供し、適切な活動ができるよう支援します。特に、潜在化しがちなひ

きこもりや孤独・孤立などのリスクを抱えている人をみつけ、必要な支

援につなげることができるよう、活動への支援を行います。また、民生

委員・児童委員が、各地区のまちづくり推進協議会関係者や区長など、

地域の関係者との連携を強化して活動できるよう支援します。 

 

②困りごとの早期発見（地域福祉推進体制の充実） 

まちづくり推進協議会における地域福祉の推進活動をはじめ、生活支

援体制整備事業により配置した生活支援コーディネーターの活動などを

含めて、支所・市民センター地区単位（第２層）での地域福祉推進体制

を充実します。 

地域組織の活動を通じて地域の課題を把握するとともに、解決策を検

討し多くの市民が参加できる仕組みづくりを進めます。特に、潜在化し

がちなひきこもりや孤独・孤立などのリスクを抱えている人を必要な支

援につなげることができるよう活動を充実します。同時に、地域の様々

な社会資源との連携を強化し、ネットワーク化を進めます。 

 

 

 

●地域福祉計画 

事業名 活動内容 

民生委員・児童委員 

特定の区域を担当し、高齢者や障害がある方
の福祉に関すること、子育てなどの不安に関
する様々な相談・支援を実施しています。担
当区域の高齢者や障害者のいる世帯、児童・
妊産婦・母子家庭などの状況を把握し、ニー
ズに応じた福祉サービスなどの情報を提供し
ています。 

まちづくり推進協議会

（再掲） 

支所・市民センター地区ごとに設置し、青少
年・防犯交通安全活動、市民・福祉活動、農
業・環境活動、スポーツ活動、広報活動を実
施しています。 

 

  

施策の方向 

具体的な取り組み 
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事業名 活動内容 

区長制度 

住民の声を行政に反映させるため、行政と住
民との連絡調整役を区長に依頼しています。 
 区民の意見取りまとめに関すること 
 土木事業促進に関すること 
 市行政の連絡事務に関すること 
 広報等文書の配布に関すること 
 その他市長が必要と認めた事項 

ファミリー・サポー

ト・センター 

「子育ての応援をしたい方（提供会員）」と
「子育てを手伝って欲しい方（依頼会員）」
が会員登録をし、地域みんなで子育てを支え
合う相互援助活動です。 
産前産後の家事支援、保育園や学校等へのお
迎え、急な用事でのこどもの預かり等を地域
で実施しています。 

住民主体型訪問 

サービス 

住民主体のボランティア等が、要支援者等の
利用者宅に訪問して生活援助等を行います。 

生活支援体制整備事業 
支所・市民センター地区に設置された「協議
体」で、地域住民が地域課題について話し合
っています。 

 

●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

生活支援体制整備事業

生活支援コーディネー

ターの配置★ 

市全域を担当する第１層生活支援コーディネ
ーターと支所・市民センター圏域を担当する
第２層生活支援コーディネーターを配置し、
住民組織や関係団体との調整役として、地域
の縁づくりに取り組みます。 

アウトリーチ等を通じ

た継続的支援事業★ 

地域住民とのつながりを通じて、支援が届い
ていない人を早期に発見し、訪問等を実施
し、支援に繋げる働きかけを行います。 

地区まちづくり推進協

議会との連携 

地区まちづくり推進協議会への活動助成を行
います。また、まちづくり推進協議会が開催
する福祉関連事業への協力を行います。 

★印は、市からの委託事業 
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２－３ コーディネート機能の強化 

 

 

①コーディネート活動の活発化 

多様な地域活動が地域福祉の推進につながり、安心して生活できる福

祉のまちづくりにつながるよう、コーディネート活動を活発化します。

社会福祉協議会による生活支援コーディネーターが地域組織と連携し、

各種連絡調整、既存の制度では対応しきれない個別の生活課題の解決、

生活支援の仕組みづくりなどを支援します。 

②地域福祉を推進する人材の育成  ◆重点◆ 

民生委員・児童委員活動や各種市民活動団体等の活動を担う人材の育

成に努めます。 

また、地域社会の担い手不足が地域福祉の推進においても問題である

ことから、まちづくり活動の担い手に対する各種研修、市民や企業向け

の出前講座など、多様な方法で地域社会を担う人材の育成を図ります。 

③社会福祉法人間の連携の推進 

社会福祉法人の基盤を有効活用し、複雑化・多様化するニーズに応え

るため、社会福祉協議会を中心に法人間の連携を推進します。 

 

 

 

●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

生活支援サービスを担

う社会資源との連携★ 

（生活支援体制整備事

業） 

地域において多様な支え合いの仕組みを構築
するため、第１層生活支援コーディネーター
として第２層生活支援コーディネーターや各
種団体の連携強化を図ります。 
また、地域分析や必要な施策を検討しつつ、
地域住民と情報の共有を進めます。 

参加支援事業★ 

（再掲） 

就労支援、居住支援、居場所機能の提供な
ど、社会とのつながりづくり（社会参加）に
向け、地域の社会資源の把握と、拡充、新設
に取り組みます。 

居住支援体制の構築

（居住支援法人） 

（再掲） 

不動産事業者や法律等の専門家、行政など居
住支援に関わる団体等と協力し、誰もが住ま
いに困ることのない『住まいのプラットホー
ム』を構築します。 

社会福祉法人との連携

(公益的活動への支援) 

市内の社会福祉法人との連絡会を定期的に開
催し、法人間の連携強化を図るとともに、地
域ニーズに応じた社会福祉法人が取り組む公
益的活動の支援をします。 

★印は、市からの委託事業  

施策の方向 

具体的な取り組み 
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第４章 施策の方向と取り組み方針 
  

市の総合的な施策による地域福祉

の推進 
 

 

 

 

基本目標３「市の総合的な施策による地域福祉の推進」では、市が提供す

る公的なサービス等（公助）も含めて、すべての市民が安心して生活でき

る地域づくりをめざします。市民の多様な相談に適切に応じるとともに、

多様な情報提供を行います。また、地域住民が地域の課題を把握して話し

合い、その成果を市の施策に生かす取り組みを進めます。さらに、防犯や

防災対策、生活困窮者対策、権利擁護、犯罪をした人の再犯防止と自立へ

の支援などを通じて、安心して生活できる環境づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

めざすこと 

地域福祉の取り組み 

個人（市民・わたし） 

 市や社会福祉協議会の取り

組みに関心を持ち、必要に

応じて利用します。 

 地域の課題に目を向け、積

極的に地域参加します。 

 防犯・防災、権利擁護、犯

罪をした人の自立支援な

ど、できることに取り組み

ます。 

地域 

 地域の課題に目を向け、問

題の解決に積極的に取り組

みます。 

 防犯・防災、権利擁護、犯

罪をした人の自立支援など

において、地域でできるこ

とを積極的に行います。 

社会福祉協議会 

 市民の多様な相談に応じま

す。 

 地域組織との連携等を通じ

て、地域住民の意見や地域

の課題を把握します。 

 権利擁護事業、防災対策な

ど、市民の安心を確保する

事業を行います。 

市（行政） 

 相談窓口を充実します。 

 各種情報提供をわかりやす

く行います。 

 地域住民の意見を施策に反

映させる活動を行います。 

 防犯・防災対策、生活困窮

者対策、権利擁護事業、犯

罪をした人の自立支援な

ど、安心して生活できる環

境づくりを進めます。 

３ 

基本目標 
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３－１ 相談窓口と情報提供の充実 

 

 

①包括的な相談体制の充実（関連：重層的支援体制整備事業実施計画） 

市民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の

構築をめざし、相談者や世帯等の属性にかかわらず利用できる相談支援、

地域等への参加支援、地域における多様な交流等を促す地域づくり支援

を行う事業を進めます。 

 

②わかりやすい情報提供 

各種制度やサービスなどの情報をわかりやすく提供することにより、

サービスの適切な利用を促進します。 

 

 

 

●地域福祉計画 

事業名 活動内容 

福祉の拠点 
市民や福祉関係者からの福祉に関する相談に
ワンストップで対応しています。 

こども家庭センター 

子育て世帯に対する包括的な支援（母子保健
と児童福祉の一体的な支援）を行い、すべて
の妊産婦、こども、子育て世帯へ相談支援を
行います。 

子育て相談室なのはな 

０歳から 18 歳までのこどもの発達、問題行
動、不登校等、保護者からの子育てに関する
総合的な相談に、家庭児童相談員、保育士な
どのスタッフがワンストップで応じます。 

やさしい日本語の推進 

日本語があまり得意でない外国人やこどもな
どに向けて、分かりやすい言葉や表現に言い
換え、分かりやすく情報を届けられるよう
「やさしい日本語」を推進していきます。 

 

●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

福祉総合相談窓口★ 

福祉に関する相談をワンストップで受け付け
ます。様々な生活課題を抱えた方への適切な
情報提供や他機関へ紹介を行うなど、課題解
決に向けて自立へのサポートを行います。 
（１）生活困窮者自立支援事業（２）多機関
協働事業（３）居住支援事業を実施します。 

  

施策の方向 

具体的な取り組み 
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事業名 活動内容 

基幹型地域包括支援 

センター★ 

高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを続けることができるよう、地域包括ケア
システムの構築を推進します。市内の地域包
括支援センターの全体調整や後方支援等を行
います。 

障害者基幹相談支援 

センター★ 

地域の相談支援事業所への後方支援や人材育
成などを通じて、地域の相談支援体制の強化
に努めるとともに、障害のあるかたの権利擁
護、虐待防止に関する啓発や、相談対応など
を行います。 

障害者相談支援事業所

★ 

障害のある方やその家族が住み慣れた地域で
必要なサービスを受けることができるよう、
相談支援やサービス利用計画の作成を行いま
す。 

成年後見センター★ 
成年後見制度や日常生活自立支援事業など、
権利擁護についての相談や制度のＰＲを行い
ます。 

福祉・ボランティアに

関する情報提供・情報

発信 

事業や制度の情報、地域の支え合いに関する
取り組み等の福祉・ボランティアに関する情
報を発信します。(社協だより「いーな」・ホ
ームページ・SNS（X や Facebook 等）を活用し
情報発信) 

SNS 相談支援事業★  
様々な課題を抱える対象者に対して、いつで
も相談いただけるように、LINE を活用し相談
を受付けます。 

★印は、市からの委託事業 
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３－２ 市民の意見の反映 

 

 

①市民の意見の施策への反映 

地域の課題を施策に反映して地域の取り組みを活発化し、地域福祉を

進めていくことができるよう、生活支援体制整備事業協議体などを活用

し、多様な方法で市民の意見を取り入れる機会づくりを進めます。 

 

②計画の進捗状況についての情報提供 

地域福祉計画がめざす目標の達成状況や各種事業の進捗状況について

の情報提供を行います。同時に、アンケート調査などから見えてくる地

域の現状についての情報提供を行い、地域の取り組みの活発化を支援し

ます。 

 

 

 

●地域福祉計画 

事業名 活動内容 

生活支援体制整備事業

（再掲） 

支所・市民センター地区に設置された「協議
体」で、地域住民が地域課題について話し合っ
ています。 

 

●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

生活支援体制整備事業

協議体の開催・運営★ 

【第１層協議体】 

医療や介護、福祉、地域づくり等に関わる市
内各種団体の関係者が集まり、第 2層協議体
などからあげられた地域課題などの整理・検
討を行います。 

【第２層協議体】 

地域の課題や意見を話し合う場として、各地
区で開催し、地域住民や関係団体と地域情報
の共有やネットワークの形成、地域づくりを
考えていきます。 

市との連携強化 

生活支援体制整備事業、相談支援事業、資金
貸付事業、多機関協働事業などについて関係
各課と連絡・調整を図りながら事業を進めま
す。 

★印は、市からの委託事業  

施策の方向 

具体的な取り組み 



 

51 

 

３－３ 安全で、安心して生活できる環境の実現 

 

 

①防犯・防災対策の充実 

地域の防犯や災害時の避難行動支援など、地域での生活の安全・安心

を確保する対策を充実します。 

 

②生活困窮者対策の充実 

生活困窮者や孤立者を早期に発見し、必要な支援につなぐための地域

のネットワークの強化を図るとともに、関係諸機関との連携や相談機能

の充実等を図ります。 

 

③権利擁護事業の充実（関連：成年後見制度利用促進基本計画） 

判断能力が十分でない等、権利擁護支援が必要な対象者を早期に発見

し、成年後見制度等の支援を適切に利用できるよう支援する体制を整備

します。 

 

④犯罪をした人の自立への支援の充実（関連：地方再犯防止推進計画） 

犯罪をした人に対する差別や偏見などを未然に防ぐとともに、社会復

帰や自立を支援することへの理解を深める啓発を行います。同時に、保

護司会をはじめ関係機関と連携し、犯罪や非行をした人の社会復帰を支

援し、再犯防止に努めます。 

 

 

 

●地域福祉計画 

事業名 活動内容 

避難行動要支援者名簿 

災害時に自力での避難が困難であると思われ
る方々（避難行動要支援者）の生命・身体を
守るため、同意をいただいた方について、「避
難行動要支援者名簿」を作成しています。 

総合防災訓練 

大規模な自然災害による被害を減らし、大切
な命を守るため、災害時を想定したシミュレ
ーションを行い、いざという時に迅速に初動
対応ができるよう、一人ひとりが必要な手順
を学びます。 

自主防災会 

地震、風水害等の災害から自らの手でまちを
守るため、自主防災訓練や、地域の防災マッ
プの作成、高齢者等の要支援者の把握、消火
設備の日常点検などを行っています。 

  

施策の方向 

具体的な取り組み 
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●地域福祉活動計画 

事業名 活動内容 

災害ボランティア 

センター整備 

災害発生時にボランティア団体やＮＰＯと連

携して適切に活動できる体制の整備を図りま

す。 

災害ボランティアセン

ター活動者支援事業 

災害ボランティア活動者の育成及び活動支援

を目的に、被災地で活動する個人ボランティ

アへの助成や防災減災カレッジ修了者への受

講料の助成を行い、災害ボランティア活動の

推進を図ります。 

防災・減災セミナー 
自助・互助を周知啓発し、市民の防災･減災へ

の意識を高めます。 

命のバトン設置事業 
かかりつけ病院や持病、緊急連絡先などの情
報を専用の容器に入れ、主に独居高齢者の万
が一の救急時に備えます。 

資金貸付事業 
低所得者や身体障害者・高齢者世帯に対し、
世帯の安定を図るため資金貸付を行います。 

多機関協働事業★ 
複雑・複合的な困難ケースの相談を受付け、
「支援の総合調整役」を担います。 

生活困窮者自立相談 

支援事業★ 

安定した生活を送れるまでの支援として、就
労支援、家計相談、住まい相談のほか、各種
専門機関の紹介や情報提供などを行います。 

家計改善支援事業★ 
家計に関する相談や家計管理に関する助言等
を行います。 

こどもの学習・生活 

支援事業★ 

こどもの学習支援をはじめ、日常的な生活習
慣、仲間との出会い活動ができる居場所づく
りを行います。 

就労準備支援事業★ 

直ちに就労することが難しい状態にある方に
対して、状況に応じたプログラムを作成し、
就労に向けた基礎能力形成の支援や就労体験
機会の提供を行います。 

ひきこもりサポート 

事業★ 

（再掲） 

ひきこもり状態にある方及び家族に対する支

援を行います。 

・相談支援事業 （ひきこもり窓口の設置） 

・居場所づくり 

・連携協議会・ネットワークづくり 

・当事者会・家族会の開催 

居住支援事業 

(居住支援法人) 

住宅確保要配慮者（高齢者、障害のある人、
生活困窮者等）に対して、民間住宅等への入
居に係る情報提供、入居に関わる支援、入居
後の生活相談や見守りなどの生活支援を行い
ます。 
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事業名 活動内容 

フードドライブ・フー

ドバンクを活用した 

生活困窮者支援 

(食料支援) 

【フードドライブ】 
食料を必要とする生活困窮者への食料支援、
各家庭の食品ロスの削減(ＳＤＧｓ)を目的
に、企業等との協働で「常設型フードドライ
ブ」の設置などの取り組みを推進します。 
【フードバンク】 
生活困窮者に対して、緊急的な食料支援を行
います。 

成年後見センター★ 

（再掲） 

成年後見制度や日常生活自立支援事業など、
権利擁護についての相談や制度のＰＲを行い
ます。 

日常生活自立支援事業 
認知症や知的障害などにより、自分で判断す
るのに不安な方の日常的な金銭管理や福祉サ
ービス利用のお手伝い等を行います。 

法人後見事業 

家庭裁判所から依頼があった場合、社会福祉
協議会が成年後見人等になり、対象の方の金
銭管理や福祉サービスの利用のお手伝い等を
行います。 
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第５章 その他の関連計画 

成年後見制度利用促進基本計画 
 

 

 

 

認知症、知的障害、精神障害などで判断能力が低下している方は、財産管

理（不動産や預貯金などの管理、遺産分割協議などの相続手続など）や身

上保護（介護・福祉サービスの利用契約や施設入所・入院の契約締結など）

に関する法律行為をひとりで行うのが難しい場合があります。よくわから

ないまま契約を結んでしまい、不利益を被るようなことなどがないよう、

ご本人の意思を最大限尊重した支援（意思決定支援）を行い、共に考えて

いくのが成年後見制度です。本市においても、成年後見制度の適切な利用

を促進し、判断能力が不十分な方の権利擁護と判断能力が低下しても安心

して暮らせる地域社会の実現を目指して、取り組みをすすめます。 

 

 

 

①成年後見センターの周知と相談支援業務の充実 

下記の体制により成年後見センターを運営し、相談支援業務の充実を

図るとともに、成年後見センターの周知に努めます。 

事業 実施体制 委託先 配置人数 

成年後見センター 委託 社会福祉協議会 
２名以上 

（社会福祉士） 

 

②成年後見連携協議会及び定例会の実施 

成年後見制度の利用の促進を図るため、成年後見センターの運営や制

度の利用促進への取り組み等を検討する成年後見連携協議会、支援内容

の検討・受任調整等を行う定例会を実施します。 

＜成年後見連携協議会＞ 

構成メンバー 回数 

弁護士、司法書士、行政書士、社会福祉士、認知症初

期集中支援チーム、医療関係者、高齢者福祉・障害者

福祉関係者 

２回/年 

 

  

１ 

目的と背景 

取り組み内容 
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＜定例会＞ 

構成メンバー 回数 

弁護士、司法書士、行政書士、社会福祉士、関係支援

機関 
６回/年 

 

③専門職による相談会の実施 

成年後見制度の利用に関することや後見人の業務などについて、専門

職による相談会を月１回程度開催します。 

 

④市民後見人等の養成 

愛知県主催の市民後見人等養成研修の情報を周知し、受講を促します。

講座の修了者に対しては、社会福祉協議会の法人後見支援員・日常生活

支援員などとして活躍できる場を提供します。 

 

⑤成年後見制度の周知 

広報をはじめ、各種情報提供手段を通じて、成年後見制度を周知し、

適切な利用を促します。 
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第５章 その他の関連計画 

地方再犯防止推進計画 
 

 

 

 

わが国の刑法犯の認知件数は、平成 15 年以降は減少傾向にあり、世界で

も有数の治安の良い国であるといえます。しかしながら、刑法犯により検

挙された再犯者数は減少傾向にあるものの、検挙人員に占める再犯者の割

合（再犯者率）は上昇傾向にあります。 

こうした状況を踏まえ、国は令和５年３月に「第二次再犯防止推進計画」

を策定し、犯罪をした人が孤立することなく円滑に地域社会に復帰するこ

とができるよう支援する取り組みの充実を図っています。 

本市においても、国・県の動きを踏まえ、関係機関と連携して再犯防止へ

の取り組みを進めていく必要があります。犯罪をした人が社会から取り残

されることなく円滑に社会復帰し、地域社会の一員として活躍できる「地

域共生社会の実現」に取り組み、市民が安心して暮らせる地域社会の実現

をめざします。 

 

図表 検挙者中の再犯者数及び再犯者率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県警察本部刑事総務課 

※稲沢市は稲沢警察署の管轄の数値 

 

  

２ 

目的と背景 
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①就労や住まいの確保に向けた各種制度の運用 

・ 住居が確保されないまま刑期を終え、出所した人の再犯率の高さを

踏まえ、対象となる人を生活困窮者自立支援制度に基づく各制度や

生活保護制度の利用につなげます。 

・ 出所者の安定した就労の確保に向けて、生活困窮者自立支援制度に

おける就労準備支援事業、生活保護受給者等就労自立促進事業等の

制度利用に適切につなげます。 

・ 住居の確保のため、自立相談支援機関における住まい相談や重層的

支援体制整備事業における参加支援事業（居住支援）等の制度に適

切につなげます。 

 

②社会を明るくする運動 

・ あらゆる犯罪や非行の防止、罪を犯した人の更生活動への理解促進

のため、保護司会等の地域団体と協力して「社会を明るくする運動」

を開催し、市民への啓発活動を行います。 

・ 保護司会、更生保護女性会などの更生保護活動を行う民間ボランテ

ィア等について、各種地域活動を通じて地域に周知・啓発します。 

 

③保護司会の活動支援 

犯罪や非行をした人がスムーズに社会復帰を果たすことができるよう、

刑事施設や少年院から出所した後の住居や就業先などの調整、地域の

方々に対して更生についての理解と協力を求める啓発や地域の関係づく

りなどを行う保護司の活動の周知や補助金の支給を通して、関係者の活

動を支援します。 

また、保護司会と連携し、保護司の定員確保やサポートセンターを含

めた面接場所の確保に努め、複合的な課題を抱えた世帯の対象者につい

ては、重層的支援体制整備事業における多機関連携の取り組みにより、

対象者の自立更生に係わる保護司活動を支援します。 

 

④更生保護女性会の活動支援 

こどもフェスティバルをはじめとした市内行事での犯罪予防啓発活動

や更生保護法人中協園での給食提供などを通じて、青少年の健全な育成

を助け、犯罪をした人や非行のある少年の改善更生に協力する更生保護

女性会の活動の周知や補助金の支給を通して、関係者の活動を支援しま

す。 

       

取り組み内容 
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第５章 その他の関連計画 

重層的支援体制整備事業実施計画 
 

 

 

 

社会的孤立などの生きる上での困難さをはじめ、既存の制度の対象となり

にくい福祉ニーズを抱えるケースや、いわゆる「8050 問題」やダブルケア

など個人・世帯が複数の生活上の課題を抱えているケース、様々な課題が

複合的に存在するケースなど、人々をとりまく福祉ニーズは多様化・複雑

化してきています。こうした状況に対しては、高齢、障害、こども、生活

困窮といったこれまでの制度の枠組みでは十分に支援できない場合があり、

複合的な支援ニーズへの対応力の向上が求められるようになってきました。

こうした状況を踏まえた制度が、重層的支援体制整備事業です。 

本市においても、地域住民の多様な課題に寄り添う社会づくりを進めるこ

とを通じて、「地域共生社会」の実現をめざします。 

 

 

 

 

①相談支援機関、地域づくりに向けた支援事業の拠点等の設置 

＜包括的相談支援事業＞設置形態：基本型（既存の体制を利用）令和６年４月１日時点 

事業 実施機関 設置個所数 運営形態 

地域包括支援セン

ターの運営 
地域包括支援センター ７箇所 委託 

障害者相談支援事

業 

障害者基幹相談支援セン

ター 
１箇所 委託 

利用者支援事業 

子育て支援課 

保育課 

健康推進課 

１３箇所 

２箇所 

直営 

委託 

生活困窮者自立 

支援事業 

福祉総合相談窓口 

（自立相談支援機関） 
１箇所 委託 

 

  

３ 

目的と背景 

取り組み内容 
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＜地域づくり＞ 

事業 実施機関 設置個所数 運営形態 

地域介護予防活動

支援事業 
高齢者ふれあいサロン 40 箇所 認定 

生活支援体制整備

事業 
社会福祉協議会 １箇所 委託 

地域活動支援セン

ター事業 
地域活動支援センター １箇所 指定 

地域子育て支援拠

点事業 
子育て支援課 

３箇所 

２箇所 

直営 

委託 

生活困窮者支援等

のための地域づく

り事業 

社会福祉協議会 １箇所 委託 

 

②参加支援事業、多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援

事業 

事業 実施体制 委託先 配置人員 

参加支援事業 委託 社会福祉協議会 
１名以上 

（相談支援員） 

多機関協働事業 委託 社会福祉協議会 

２名以上 

（相談支援包括化推

進員） 

アウトリーチ支援等

を通じた継続的支援

事業 

委託 社会福祉協議会 
１名以上 

（相談支援員） 

＜参加支援事業＞（生活困窮者支援等のための地域づくり事業含む） 

取組 活動内容 

居住支援 

住宅確保要配慮者等に対し、不動産業者等と

のマッチングできる仕組みを構築し、居住支

援の充実に取組みます。 

互助のマッチング 

（ペイフォワード） 

制度の狭間に落ち込み、社会的孤立に陥って

いる地域住民と、地域貢献をしたい人や法

人・企業をマッチングできる仕組みを構築し

ます。 

＜多機関協働事業＞ 

取組 活動内容 

複合・複雑課題解決

のためのコーディネ

ート 

市役所関係各課と社会福祉協議会の専門職が

連携して課題解決するためのコーディネート

を行い、多角的な視点から支援方針を検討す

る会議を実施します。（重層的支援会議、福

祉総合相談対策支援チーム会議など） 

 



 

60 

 

＜アウトリーチ等を通じた継続的支援事業＞ 

取組 活動内容 

アウトリーチ 

（訪問型・発見型） 

潜在的なニーズを抱える対象者と信頼関係に

基づくつながりを形成するため、対象者に対

して時間をかけた丁寧な働きかけを行い、関

係性を構築する体制を整備します。 

 

 

③支援関係機関間の連携方法と重層的支援会議の実施方法 

重層的支援会議に諮る前段階として、①ブラッシュアップ会議（社会

福祉協議会の専門職によるケース検討）、②福祉総合相談対策支援チー

ム会議（市各課の職員と社協専門職によるケース検討）で検討します。

その後、重層的支援会議において、世帯全体の支援方針、サービス決定、

役割分担の明確化、必要な社会資源や支援の仕組みの決定・検討等を行

います。 
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第６章 計画の推進 

計画の目標指標 
 

 

本計画の取り組みの成果を評価する目標指標を、以下のとおり設定します。 

 

基本目標 目標指標 
基準値 

（令和６） 
方向性 

目標値 

（令和 11） 

１ “わたし”にで

きることからは

じめる地域福祉

の推進 

ボランティア活動に参

加したことがある人の

割合 

46.7％ ↗ 55.0％以上 

２ 地域のみんなで

取り組む地域福

祉の推進 

地域の課題について話

し合う機会があり、参

加している人の割合 

12.1％ ↗ 20.0％以上 

３ 市の総合的な施

策による地域福

祉の推進 

市の福祉事業・活動全

般に満足している人の

割合 

23.0％ ↗ 30.0％以上 

注）基準値は、第５次計画策定時の現状値（市民アンケート調査による） 

 

  

１ 
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第６章 計画の推進 

計画の推進体制 
 

 

 

本計画を推進するため、以下のような体制の整備を行います。 

①計画の進捗状況の確認 

施策の進捗状況を定期的に確認し、計画を推進します。 

②市民との協働による地域福祉の推進 

基本目標ごとに記載した「地域福祉の取り組み」を、市民、地域、社

会福祉協議会及び市の行動指針とし、様々な地域福祉活動を推進します。 

市民の意見を聞き、施策に反映する取り組みを行います。 

③情報提供による市民参加の促進 

施策・計画の浸透状況や各地区の取り組み状況など地域福祉推進に関

わる情報提供を行い、多くの市民が参加できる体制づくりに努めます。 

 

 

 

 

２ 


